
町民一人あたり　94万9千円
　町債の残高は、一般会計は前年度末より4億
3,649万円増の125億2,948万円、下水道事業
会計は前年度末より3億9,281万円減の77億
8,625万円で、合わせて203億1,573万円とな
り前年度末残高より増となりました。
　合併した平成18年度末の残高は約222億円で
したが、平成25年度末には29億円減の約193
億円まで減少しました。平成26年度から増加に
転じ、令和2年度末で10億円増の約203億円に
増加しています。令和3年度は愛知中学校等大
規模増改築事業や秦荘中学校ＬＥＤ照明改修事
業などの実施により町債を発行しましたが、下
水道事業会計の残高が減少したことから、前年
度末と同水準の約203億円となりました。
　今後、町としては将来世代に負担を先送りする
ことがないように町債の発行を計画的に行い、持
続可能な財政運営に取り組む必要があります。

町民一人あたり　25万5千円
　一般会計基金の残高は、財政調整基金で2億
7,071万円を積立て、23億7,194万円となり、
減債基金で1億1,271万円を積立て、1億2,731
万円となりました。
　使途を定めている特定目的基金は1億8,020
万円を取崩して各事業に充て、ふるさと納税に
よる寄付金等6,432万円を積立て、24億1,733
万円の残高となったことから、一般会計基金の
残高総額は49億1,658万円となりました。
　特別会計基金の残高は、3,364万円増の2億
5,959万円となりました。
　町民一人当たりに換算すると約25万5千円の
貯金を保有している計算になります。

まちの借金はどれくらい？ 令和３年度会計別決算額

財政健全化における財政指標

まちの貯金はどれくらい？

H30 R1 R2H29 R3

町債の現在高 下水道事業会計　　普通会計
計 203億1,573万円
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（単位：万円）

区　分 2年度末現在高 3年度中借入額 3年度中償還額 3年度末現在高

普　通　会　計 1,209,299 128,292 84,643 1,252,948 
一般会計 1,209,299 128,292 84,643 1,252,948 

下水道事業会計 817,906 37,040 76,321 778,625 
合計 2,027,205 165,332 160,964 2,031,573 

●町民一人あたり町債現在高　94万9千円
　＜町債 現在高　2,031,573万円÷21,412人≒94万9千円 ＞

（単位：万円）
区　分 2年度末現在高 3年度中取崩し 3年度中積立額 3年度末現在高

普
通
会
計

財政調整基金 210,123 0 27,071 237,194
減債基金（一般） 1,460 0 11,271 12,731

目的基金 252,115 18,020 7,638 241,733
合　　計 463,698 18,020 45,980 491,658

公
営
事
業

国保財政調整基金 17,575 0 2,400 19,975
介護給付準備基金 5,020 0 964 5,984

合　　計 22,595 0 3,364 25,959
土地開発基金（現金） 28,382 0 0 28,382

基金合計 514,675 18,020 49,344 545,999

●町民一人あたり町基金現在高　25万5千円
　＜基金 現在高 545,999万円÷21,412人≒25万5千円 ＞

■普通会計と特別会計
　普通会計とは、総務省の定める会計区分で、一
般会計、特別会計など各会計で経理する事業の範
囲が自治体ごとに異なっているため、統一的な基
準で整理して比較できるようにした会計区分のこ
とをいいます。
　愛荘町では一般会計と4つの特別会計がありま
す。そのうち国民健康保険、後期高齢者医療、介
護保険は法律で別に会計を設けるよう義務付けら
れています。これを公営事業と呼んで区分けして
います。
　それ以外の特別会計は、各自治体が条例を設け
て会計を分けているものであるので、町の財政が
どのような状況にあるのかを見る場合には、これ
らを含める必要があり、一般会計と公営事業以外
の特別会計を合わせたものを「普通会計」とし
て、町の財政状況を判断しています。

歳　入
◆ 自主財源
　町税や使用料・負担金など町が独自に収入で
きる財源
◆ 依存財源
　国や県の支出金など町がまかなうことができ
ない財源
◆ 地方交付税
　地方公共団体（都道府県や市町村）の人口・
面積・税収などに応じて国から交付されるもの
◆ 地方債（町債）
　大きな事業を行うために、長期的に国や金融
機関から借り入れるお金
◆ 国庫支出金・県支出金
　国や県が奨励する事業や委託事業に対して交
付される補助金や委託金

歳　出
◆ 義務的経費
　支出が義務的で任意に削減できない経費
◆ 一般行政経費
　公共施設の管理運営経費など
◆ 投資的経費
　道路や建物の整備など、その支出の効果が長
期にわたって残るものに支出される経費
●公営企業会計
　地方公営企業法の全部または一部を適用して
いる事業を法適用事業といい、法適用事業にお
いて、発生主義に基づく企業会計で処理される
会計のことを公営企業会計といいます。
　下水道事業は令和元年度より地方公営企業法
の一部を適用し、公営企業会計として運営して
います。

収入および支出
◆ 収益的収入・支出
　サービスの対価としての料金収入と、サービ
スの提供に要する支出からなっているもので
す。年度内の企業活動により予定される収益と
それに対応する費用が現金の出入りがあるかな
いかにかかわらず計上されます。
◆ 資本的収入・支出
　公営企業の設置目的である住民へのサービス
等の提供を維持するためおよび将来の利用増等
に対処して経営規模の拡大を図るために要する
諸施設の整備、拡充等の建設改良費、これら建
設改良に要する資金としての企業債収入、企
業債の元金償還等に関する収入および支出から
なっています。原則として現金の動きを伴うも
ののみが計上されます。

＊ 端数処理の関係で他の関係資料と数値が異な
る場合があります。

用語の解説

会 計 区 分 歳入　Ａ 歳入歳出差引
C=A-B

繰越財源
D

実質収支
E=C-D歳出　Ｂ

一　般　会　計 115億3,493万円 6億 170万円 1億 248万円 4億9,922万円109億3,323万円

特
別
会
計

土地取得造成事業 841万円 0 0 0841万円
国民健康保険事業 18億7,626万円 2,517万円 0 2,517万円18億5,109万円
後期高齢者医療事業 2億 406万円 66万円 0 66万円2億 340万円
介 護 保 険 事 業 15億5,290万円 3,535万円 0 3,535万円15億1,755万円

合　計 151億7,656万円 6億6,288万円 1億 248万円 5億6,040万円145億1,368万円
（注意：端数処理により合計欄等が異なる場合があります。）

会 計 区 分 収入　F 支出　G 差引 H=F-G
公
営
企
業
会
計

下 水 道 事 業
〔収益的収支〕 13億4,615万円 10億2,973万円 3億1,642万円

下 水 道 事 業
〔資本的収支〕 5億5,075万円 8億5,374万円 △3億 299万円

※１

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、当町の財政の健全性を示
す4つの指標「実質赤字比率」、「実質公債費比率」、「連結実質赤字比率」、「将来負
担比率」を公表します。
　4指標のうち、どれか1指標でも、それぞれに設定された「早期健全化基準」以上の
数値となれば、早期改善を目指す「早期健全化団体」となり、「将来負担比率」を除く
3指標のうち、どれか1指標でも、それぞれに設定された「財政再生基準」以上の数値
となれば、悪化が深刻化した「財政再生団体」と判定されます。
　当町は、いずれの指標も早期健全化基準値を下回っていますが、引き続き健全な財
政運営の維持・継続をしていかなければなりません。
●愛荘町の健全化判断比率４指標

令和２年度 令和３年度 早期健全化基準
(イエローカード)

財政再生基準
(レッドカード)

実 質 赤 字 比 率 － －  14.34 20.00
連結実質赤字比率 － －  19.34 30.00
実質公債費比率 4.4 3.8 　25.00 35.00
将 来 負 担 比 率 15.5 18.3 350.00 －

【実質赤字比率】
　普通会計の「実質収支」が赤字の場合に、その金額を「標準財政規模」で除し
た割合で、愛荘町は実質収支が黒字となっています。

【連結実質赤字比率】
　普通会計と特別会計の総合計が赤字となる場合に、その金額を「標準財政規
模」で除した割合で、地方公共団体の総合的な資金繰りを見る指標です。愛荘町
は総合計が黒字となっています。

【実質公債費比率】
　18％以上の団体は、地方債の発行に際し、公債費負担適正化計画を策定のうえ許
可が必要となります。また、25％以上の団体は、財政健全化計画の策定（議会の議
決）のうえ許可が必要となります。35％以上の団体は、災害復旧事業等を除き地方
債の発行を制限されます。

【将来負担比率】
　普通会計と特別会計の地方債残高のうち、普通会計が実質的に負担する残高か
ら基金残高を控除した額に、「連結実質赤字」、職員が自己都合退職した場合の
退職金、債務負担行為に基づく支出額、さらには、地方三公社や地方公共団体が
出資している第三セクター法人への債務保証額・損失補償額の一部を加算した総
額を「標準財政規模」で除した割合で、350％以上の団体は、財政健全化計画の
策定（議会の議決）等が必要となります。

問 経営戦略課（愛知川庁舎）☎0749ー42ー7680

※１ 不足分は当年度分消費
税及び地方消費税資本的収
支調整額784万円、当年度
利益剰余金2億9,515万円で
補てんした。
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